
 
 
 
 
 
 
 
 

設計、製造、加工分野 

 
 
 
 
 
 地球環境問題を解決するためには、大量生産、大量廃棄型の生産システムから脱却して、

安定した循環システムを有する持続可能な社会を構築していく必要がある。また、持続可

能社会において、競争力ある製造業では、単に設計、製造だけを行うだけでなく、製品企

画、設計、生産、販売から使用サポート、回収、再利用／廃棄という製品ライフサイクル

全体を視野に入れ、環境との調和を計りながら経済性を追求する事業活動（サステナブル・

マニュファクチャリング）が要求される。ここでは主に、設計と加工、組立てなどの製造

分野に着目して、製品ライフサイクル全体を視野に入れ、サステナブル・マニュファクチ

ャリングの重要技術を取上げる。 
 当該分野は、現在、日本の製造業として高い技術力のもとに国際展開している機械、電

機、輸送機器、精密機械工業などの事業活動と密接に関係しており、新規の技術開発と技

術の継承とを通じて将来にわたって発展していくことが望まれている。今後のこれらの産

業の発展を考えると、従来からの機能・性能重視に加えて、環境重視・人間重視の技術革

新・社会革新としてのイノベーション（エコイノベーション）が求められている。 
 技術戦略マップの策定に関しては、現在進行中の技術の発展、延長や社会活動の継続を

前提にして、未来社会をイメージして技術要素を抽出してマップを作る方法と、将来の理

想的なサステナブル社会像を描き出し、その中から技術要素を抜き出す方法の両方法の長

所を生かして技術戦略マップの作成作業を行った。 
 今回の作業は、サステナブル・マニュファクチャリングの進展に資するための技術戦略

マップ策定の第一歩であり、今後内容の一層の充実を図って行けば、活用場面の更なる広

がりが期待できる。 



設計、製造、加工分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ. 導入シナリオ 

（１）設計、製造、加工分野の目標と将来実現する社会像 

現在、設計、製造、加工分野においてもサステナビリティが求められていることは

言うまでも無い。サステナブル・マニュファクチャリングという技術体系において特

徴的なことは、現状の技術の単純かつ無批判な進展のみでは社会的な要請に対応でき

ないという点である。従って、サステナブル・マニュファクチャリング技術戦略マッ

プ策定作業とは目標となる未来像を定めた後に、そこへ至る道筋を描く作業となる。 

いまサステナブルな設計、製造、加工（サステナブル・マニュファクチャリング）

を考えたときに、その進展は、2015 年頃を境にそれ以前の近未来とそれ以降の将来と

で二つに区分できるものと考えた。 

2015 年までの近未来では各個別研究主体（大学、公的研究機関、企業等）による要

素技術の研究開発と成果の実用化を既存の枠組みのなかで進めることでサステナブ

ル・マニュファクチャリングの進展を図ることができよう。 

その後、2025 年ないし 2030 年を見据えたサステナブル・マニュファクチャリングの

一層の発展には、要素技術の個別開発での限界が明らかになり、大規模な実証実験、

システム構築、データベース活用などの必要性が高まり、要素技術の更なる技術開発

に加えて、新たな開発プロジェクト導入などが効果を発揮するものと思われる。 

その結果として、2025 年ないし 2030 年に実現する社会の全体像としては以下を想定

している。【参考資料：サステナブル・マニュファクチャリング 2025 年シナリオ】 

・ 地球温暖化問題に伴う化石エネルギー使用抑制の努力にも関わらず、中国、イン

ドなどの経済発展に伴い、世界の一次エネルギー需要は 2000 年の 1.4 倍に達して

いる。 

・ 国際市場・国際競争に関して日本では 2015～2025 の間の低成長経済が続いた結果、

経済規模では、中国、インドに抜かれ GDP 比で世界の 4％程度になる。 

・ これらのエネルギー供給の一部を担うと期待される再生可能エネルギーについて

は、技術開発も進み、着実にその比率を高めているが、劇的に増加するまでには

至らない。 

・ 2050 年に向けた温室効果ガス削減の数値目標は主要排出国を含んで合意されてい

る。これに伴い、日本の排出量削減目標も設定される。（2000 年比 60～70％減）。 

・ 2000 年比 4 倍の環境効率（生産物の価値／環境負荷）を可能とする製品設計、生

産技術がすでに実現しているが、全産業分野に普及するには至っていない。 

・ 日本における温室効果ガス排出量の削減目標は、人口減少、産業の海外流出、製

造業を中心とした各産業のリーン化、製品のリデュース・省エネ化、排出権取引、

炭素税、CO2 貯蔵の組み合わせにより達成される。 



・ この頃には資源の枯渇の問題が緊急性を増しており、2050 年の低炭素社会を目指

して、技術の積み上げでない新たな生活様式の確立も含めたパラダイムシフトが

求められている。 

また、上記の実現すべき社会状況に対応して、設計、製造、加工分野で具体的にど

のような産業状況が実現しているべきかのシナリオとして策定した。以下にその要点

を記す。 

設計開発段階に関しては、設計段階からの部品／製品リデュースが大きく進み、寿

命・品質管理技術、検査技術、リサイクル技術などの要素技術が進展し、ライフサイ

クル設計において合理的なライフサイクル・オプションが選択され、実施されるよう

になる。また、持続可能社会シミュレーションが研究、実践面で定着しており、国内

的には高度なライフサイクル設計＋評価＋マネジメントシステムが確立される。 

製造段階については、需要に応じて再構成可能な真の Reconfigurable な生産システ

ムが開発、一部実用化が始まり、最小（エネルギー、設備、資源、コスト）での生産

の考え方は多くの生産現場で導入が検討されている。ただしシステムとして導入済み

の分野は限られる。（MEMS、半導体ファブリケーション、薬剤製造など）資源、エネル

ギーでのリーン化のための要素技術、システム化技術が進展し、この分野では我が国

の製造業が依然として優位に立つ。 

使用（物流・流通、生活）については、物流加工・組立の集中化による製造・輸送

の統合化、ロジスティックとリサイクル／リユースビジネスの融合が起こる。また、

社会インフラにおいても長期間活用し続けることができるものが競争力を持つストッ

ク型社会へと転換する。また、地震、台風などの大規模な災害、広範囲の感染症など

に対するリスクマネージメントが進みつつある。 

使用後（end-of-pipe）について、石油価格の高騰から、メーカによるリユース、リ

サイクルなどのライフサイクル思考が経済のメカニズムに組み込まれ経営戦略となる。

また、リサイクル原材料については地域ベースでのリサイクルのサードパーティ、輸

出、輸入、など様々な選択肢が登場し、解体された部品、回収された材料なども供給

より需要が大きくなる。 

以上の社会や産業状況の実現に向けて、設計、製造、加工分野では「高付加価値化

（サービス工学的）」、「ライフサイクル思考（インバース・マニファクチャリング、ラ

イフサイクル工学的）」、「最小化（ミニマルマニュファクチャリング）」、「技術の伝承

（技術の見える化、技能のデジタル化など）」の４つの方向性を重点的に追求して行く

必要があると考えている。 

（２）研究開発の取組み 

前項に記したとおり設計、製造、加工分野におけるサステナブル・マニュファクチ

ャリング実現には、以下の視点での研究開発が必要とされる。 

① ライフサイクル思考 



製品ライフサイクル全般に視野を拡大し、様々なタイプの循環生産を実現するの

に必要な要素技術と全体システムを評価／構築するのに必要な事項として、ライフ

サイクル設計関連の技術とプロダクトモデリングによるシミュレーションや将来社

会の実現可能性評価ツールとしての持続可能社会シナリオシミュレータの開発が必

要である。 

② 高付加価値化 

持続可能性達成と製品・サービスの質的向上とを両立するモノとサービスの配分

の最適化として、製品価値、サービス価値の可視化とトレーサビリティの確保のた

めの技術開発を行う。 

③ 最小化 

ものづくりにおいて、時間、空間、資源、コスト、環境負荷などの最小化などに

関して、リサイクル材の利用体制や需要に合わせたオンデマンド生産などに関する

技術開発が必要である。 

④ 技術の伝承 

競争力の源泉としての技術、知識、技能などの明示化と伝承のために、技能・知

識のデジタル化、形式知化を進める必要がある。 

（３）関連施策の取組み 

近未来（～2015）においては、既存の枠組みを有効に活用することでサステナブル・

マニュファクチャリングの進展を支えることができる。しかし、その先 2025～30 年、

さらには 2050 年のサステナブルな社会の実現に向けては、製品ライフサイクルデータ

ベースの活用や企業や業界団体の自主行動計画の拡大、商業ベースでのグローバル循

環システムの構築／運用などだけでなく、法整備、規制などの外部条件の整備による

方向付けも必要となろう。それぞれのカテゴリーにおいて以下の施策、取組みが必要

となる可能性が高い。 

〔規制・制度改革〕 

2015 年頃まで 

・環境基本法、循環型社会形成基本法をはじめとする現行の法体系の下でグリーン購 

入法、家電リサイクル法などの政令、省令等で定める事項の見直しを図る。また排

出権取引や環境税制などに関連する制度の可能性の検討をする。 

・業界界別自主行動計画を早急に策定し、法規制などが効果をあげはじめるまで、ま

た革新的な新技術が実用化されるまでの「つなぎ」を行う必要がある。 

・国内排出権取引は業界別自主行動計画同様、2012 年ないしその後の温室効果ガス削

減の中間目標達成のために有効に活用される。 

2025（30）年頃まで 

・環境関係の法規制が本格的に効果をあげはじめる。法規制と、資源枯渇などに伴い、

環境コストなどの外部経済の内部化が進展する（環境に優しい製品が経済的に有利



になる。） 

・上記に伴い、環境に配慮した消費行動が誘導されるようになる。 

〔基準・標準化〕 

・環境 JIS の策定促進アクションプログラム（2005 年 3 月改訂）を推進し、次期計画

の策定、実施を行う。 

〔国際標準化〕 

・環境関連国際規格の策定を促進する。環境適合設計（ISO）、環境会計（ISO）、電気

電子機器の環境配慮設計（IEC）、「生産システムにおける環境負荷評価法」

（ISO/TC184/SC5）などにおいて、部品共通化／交換容易化設計、製品解体手法、リ

サイクルマークなどの国際標準化を進める。 

〔広報･啓発〕 

2015 年頃まで 

・「家庭」からの温暖化ガス排出が増えている状況も鑑み、環境に優しい消費行動の誘

導が重要な要素となる。そのために、省エネマーク、環境ラベルにおいては定量的

な評価結果に基づくラベリング（所謂 Type3 のエコラベル）が普及推進する必要が

ある。 

・2015 年ごろまでエコラベルなどに含まれる環境関連情報を素早く、簡単に、消費者

に提供する技術の普及が望まれる。（開発される。） 

・自然災害対策、情報漏えい対策などの社会の安全安心を確保する技術の本格的な実

用化が進められる一方、消費者側で可能な対策が充分に周知される必要がある。 

2025 年ごろまで 

・持続可能社会評価技術を実用化し、“社会がこのまま推移すると（地球環境は）どう

なるのか”という情報を広範に普及させる必要がある。 

・製品の所有と利用とに関る環境アセスメントを可能とし、製品の様々な利用形態を

オプションとして提供する必要がある。 

〔人材育成〕 

2015 年ごろまで 

・2007 年問題（大量退職問題）を克服すべく、これまでに蓄積した製造に係る知識、

技能のデジタル化を完了させる必要がある。 

・2025（30）年ないしそれ以降の労働人口減少の対策として、海外とのものづくり人

材の交流シナリオについて社会的な合意形成を行う必要がある。 

2025（30）年頃まで 

・（上記で合意がなされた場合）設計製造加工における中核人材の海外との相互交流を

進めるとともに、体系化された知識の伝達を可能とする必要がある。 

・また、外部からの人材も含めた環境行動の誘導、広報、普及が必要となる。 

 



〔国際連携・協力〕 

2015 年ごろまで 

・グローバルな製品循環ループの構築に向けて、中古品、破砕材料の輸出入に関する

２国間、多国間の合意を形成する必要がある。 

・2007 年現在問題となっている不適切な循環ループ解消のための社会システム整備が

行われる必要がある。 

・化学物質規制などを中心に、地域別に異なるルールではない国際的に共通の枠組み

が導入される必要がある。 

・IMS（Intelligent Manufacturing System）の枠組みで日本 EU 間でサステナブル・

マニュファクチャリング等に関し 3 回の会議を実施し、全地域が参加する IMS/MTP

（Manufacturing Technology Platform）プログラムへ発展した。今後具体的な関連

プロジェクトの推進が期待される。 

2025（30）年頃まで 

・グローバルな環境を考えた資源の“地産地消”戦略への転換が進む可能性がある。（資

源としてのリサイクル材料の確保など）これに対応した国内の社会システム（再）

整備と国際合意の形成が必要となる。 

 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

設計、製造、加工分野の技術マップにおいては、前述の通り、あるべきサステナブ

ル社会を実現するために重要な 4 つの方向性（ＬＣ思考、高付加価値化、最小化、技

術の伝承）を定めた。これらのベクトルを実現するために必要な方法論の観点から、9

つの技術分類を定めて、この技術分類をマップにおける中分類に代わるものとして用

いることとした。最後に、通常の技術マップ的な小分類と要素技術をリストアップし、

当てはまる大分類（技術の目的）、中分類（技術分類）に分類している。ここでいう 9

つの技術分類とは以下のとおりである。 

① システム化 

異業種、異種の技術を横断的、統合的に考えることによってサステナビリティを

実現しようとするもの。 

② サービス化 

技術を実施する時期、どのような対象に対して実施するか、どのようなソフトウ

ェア技術とともに提供するかなど、所謂サービス面を高度化することにより、サス

テナビリティを実現しようとするもの。 

③ 見える化 

製品、プロセス、材料などの技術情報を明示することにより環境配慮的な行動を

誘発し、サステナビリティを実現しようとするもの。 



④ 情報化・ユビキタス化 

製品、プロセス、材料などの技術情報を明文化、定量化して伝達可能な情報とす

ることにより、サステナブル・マニュファクチャリング実現のためのキーファクタ

ーを明らかにし、技術や消費行動の環境配慮性を誘導するもの。 

⑤ 再利用化 

第一次のライフサイクルが終了した材料、製品などを再利用することにより、中

長期的に見てサステナビリティを実現しようとするもの。 

⑥ 代替化 

材料、プロセスをより環境配慮性の高いもので置き換えることによりサステナビ

リティを実現しようとするもの。 

⑦ バランス化 

エネルギーや資源の使用などを、空間的、時間的に適切に配分することにより全

体系としてのサステナビリティを実現しようとするもの。 

⑧ 標準化 

主として規格を定めたり、部品などを共通化し、間接的に上記の再利用化、リー

ン化に寄与することでサステナビリティを実現しようとするもの。 

⑨ 人材育成 

他の項目とは性質が異なるが、質の高い人材を育成したり、少子化、高齢化に起

因する労働力の不足を緩和し、生活の質を維持、向上しようとするもの。 

以上をまとめると、本分野における技術マップは次の図で示される階層構造となっ

ている。 

技術分野

1.サービス化

2.システム化

3.見える化

4.情報化・ユビキ
タス化

5.再利用化

6.バランス化

7.代替化

8.標準化

9.人材育成

2025年のサス
テナブルMfg
シナリオ

１．高付加価値化

２．最小化

３．ライフサイクル思考

４．技術の伝承

技術の目的・機能
小分類

・要素技術1
・要素技術2

・

・

・

大分類に相当

中分類に相当

技術分野

1.サービス化

2.システム化

3.見える化

4.情報化・ユビキ
タス化

5.再利用化

6.バランス化

7.代替化

8.標準化

9.人材育成

技術分野

1.サービス化

2.システム化

3.見える化

4.情報化・ユビキ
タス化

5.再利用化

6.バランス化

7.代替化

8.標準化

9.人材育成

2025年のサス
テナブルMfg
シナリオ

１．高付加価値化

２．最小化

３．ライフサイクル思考

４．技術の伝承

技術の目的・機能

１．高付加価値化

２．最小化

３．ライフサイクル思考

４．技術の伝承

技術の目的・機能
小分類

・要素技術1
・要素技術2

・

・

・

大分類に相当

中分類に相当  

（２）重要技術の考え方 

技術マップにおいて抽出された各技術項目はいずれも不可欠であり、官民の一体的



取組みまたは民間の主体的な取組みによって積極的な開発が望まれるが、いくつかの

観点から重要技術として評価されるものを抽出する作業を行った。その際、本分野に

おける重点化評価項目としてあげたものは次の通りである。 

① 我が国の技術的優位性、国際競争力を維持、向上させたり、生活の質を顕著に

向上させることが可能かどうかの観点 

・日本の技術競争力優位 

・共通基盤性 

・ブレークスルー技術 

・市場へのインパクト 

・基礎技術の開発が必要 

② 直接的に地球環境問題に貢献しうるかどうかの観点 

・エネルギー制約の打破に寄与 

・資源制約の打破に寄与 

・環境制約の打破に寄与 

③ 社会そのものの持続可能性に貢献しうるかどうかの観点 

・人口制約の打破に寄与 

技術マップにおいては、抽出した要素技術リストが上記の重点化評価項目のどこに

相当するかを丸付けして示している。ただし、今回作成した技術マップにおいては①に

あげた 5項目を、“高付加価値化”、“生活の質”の 2項目に集約している。 

 以上の重点化評価の結果、特に重要と考えられる技術（小分類レベル）をマップ中に

色づけして（赤で）示している。ただし、絞込みの観点は、単純に「多くの項目に○が

着く」ことでは無く、貢献の度合い、技術としての発展性、波及効果、なども考慮した

結果である。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

技術マップに示した重要技術ごとに、研究開発により達成されるべき事項を時間軸に示

した。サステナブル・マニュファクチャリングの設計、製造、加工分野においては、分野

の性質上（例えば半導体分野のように）開発スペックを時間軸上に数値で表すことは難し

い。むしろ、そのようなスペックの向上ではなく、様々なトレードオフを考慮した横断的、

総合的取り組みが必要という主張であることを理解されたい。従って開発目標のマイルス

トーンを定量的に示すことは行わず、定性的な開発目標を時間軸上に示している。 

右の欄の開発の時間経過における矢印については、“        ”の部分が事前

調査、基礎開発の期間、“             ”の部分が本格開発の期間，

“       ”の部分が実用化に向けての時期を表す。当然、技術の性質、内容によ

り、これらの立ち上がり、継続、立ち下がり、部分の形状は異なり、技術によっては既に

本格開発が開始されているものもあるが、本格開発の開始がかなり先になるものもあろう。 



また、この分野ではシーズ指向で技術の抽出を行っていないため、現在ないし近未来に

は重要でも、2025（30）年には実用化が終了し、開発の重要性が無くなる技術、逆に将来

的に重要だが、現段階でのプロジェクト化は時期尚早である技術などをロードマップ中に

表現することを試みている。 

上記の矢印図形の配置にはその意図も込められている。 
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設計、製造、加工分野の技術マップ（1／3）

No. 大
分
類

中
分
類

小
分
類

要
素
技
術

（
例

）

エ
ネ
ル
ギ
ー

資
源

環
境

生
活
の
質

高
付
加
価
値
化

技
術
の
伝
承

原
料
調
達
・
原
料
製
造

製
品
開
発
製
造
・
使
用

再
利
用
・
リ
サ
イ
ク
ル
・
処
分

循
環
系
の
シ
ス
テ
ム
化

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
5
0
年

1101 メンテナンス技術 余寿命診断
非破壊検査
診断修復技術
リスクベースト保全技術
使用履歴管理技術
メンテナンスビジネス化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1102 環境調和ビジネス戦略設計支援技術 環境調和ビジネス設計支援ソフト
ウェア技術

○ ○ ○ ○

1201 LC戦略設計技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ライフサイクル・シュミレーション
代替案比較分析手法

○ ○ ○ ○ ○ ○

易リサイクル設計技術 ○ ○ ○ ○ ○

易リユース設計技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1202 リデュース設計技術 構造最適設計技術

高機能材料利用技術
再生材・再生部品利用技術

1203 LC管理技術 ライフサイクル情報管理技術
使用履歴管理技術
現物・情報融合技術

1204 グローバル循環のための設計技術
トレーサビリティ確保技術

○ ○ ○ ○

グローバル循環に関わる社会シス
テム整備

○ ○ ○ ○

1301 プロダクトのモデリング技術 新しい形状モデルの表現形式
形状モデルの属性の付加と抽出
形状モデルのデータ交換

○ ○ ○ ○ ○

1302 現物融合技術 リバースエンジニアリング技術 ○ ○ ○ ○

1401 持続可能社会評価技術 持続可能社会シナリオシミュレータ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1402 各種ライフサイクル評価技術 LCA
ライフサイクル・シミュレーション
マテリアルフロー分析
安全性評価技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1403 環境効率評価技術 環境効率指標開発 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1404 寿命管理技術 寿命予測技術

寿命診断技術
寿命設計技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1405 品質保証技術 余寿命診断技術
劣化診断技術
非破壊検査技術
遠隔検査技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1501 リユースのための循環マネジメント技術 リユース部品発生予測
リユース部品在庫管理技術
リユース部品を含む生産計画技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1502 リユースのための生産技術 部品再生・補修技術
検査技術
洗浄技術

○ ○ ○ ○ ○ ○

1503 詰め替えビジネス促進技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○
詰め替えビジネス阻止技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○
中古部品の市場整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○

1601 共通要素設計技術 部品交換容易化設計技術
部品共通化設計技術
多世代共通化設計技術
部品長寿命化設計技術
検査容易化設計技術
洗浄容易化設計技術
易分解設計技術
モジュール化設計技術
診断容易化設計技術
メンテナンス容易化設計技術
自己診断設計技術
自己修復設計技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1602 長寿命化技術 機能変更可能化設計技術
性能向上可能化設計技術
モジュール化設計技術
ソフトウェア更新設計
材料技術・構造技術
メンテナンス技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

LC思考

市場投入時
期

その他のリユース関連技術

グローバル循環設計・管理技術

LC設計技術

LCの情報化

サプライチェーン
の該当フェーズ又
は全体最適化の

分

サステナビリティ確保のため克服すべ
き制約項目

標準化

サービス化

見える化

再利用化

システム化



設計、製造、加工分野の技術マップ（2／3）

No. 大
分
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中
分
類

小
分
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要
素
技
術

（
例

）
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テ
ム
化

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
5
0
年

ビジネス構造のモデル化技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ビジネス構造可視化技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ビジネス事例データベースと検索
技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2102 ユーザーニーズの収集技術 ○ ○ ○
ユーザニーズ構造分析技術 ○ ○ ○
顧客価値評価技術 ○ ○ ○
人間のメンタルモデル構築技術 ○ ○ ○

2103 物理的状態計測技術 ○ ○ ○ ○ ○
メンタルな状態計測技術 ○ ○ △ ○ ○ △ ○

2104 カスタマイズ容易化設計技術 ○ ○
ローカライズ対応カスタム設計技 ○ ○ ○
コア技術のブラックボックス化 ○ ○ ○ ○

2105 製品価値・サービス価値の可視化
技術

○ ○

製品・サービス複合モデルのシミュ
レーション技術

○

製品・サービスの統合設計方法論 ○
健康被害対策技術 ○ ○ ○ ○ ○

2106 自然災害対策技術 ○ ○ ○
テロ等非常時対策技術 ○ ○ ○ ○
不正アクセス，ウィルス対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
情報漏洩対策技術 ○ ○ ○

2201 商品の調達品に関するトレース
（輸出入を含む）

○ ○ ○ △ ○ ○ ○

商品の輸送，配送に関するトレー
ス（輸出入を含む）

○ ○ ○ ○ ○

商品の利用，保守状況の把握 ○ ○ ○ ○ ○ ○
商品のリサイクル状況の顧客への
提示

○ ○ ○ ○ ○ ○

ＲＦＩＤの小型化・大容量化技術 ○

読取／書込の高度化技術 ○

大規模データベースの活用技術 ○

2301 本質安全設計 ○ ○ ○ ○
失敗学 ○ ○ ○ △ ○
FMEA支援技術 ○ ○ △ ○

2302 人に優しいロボット技術 ○ ○ △ ○
パワーアシスト ○ ○ ○ ○ ○

2303 無停止化技術 BC/DR（Business Continuity &
Disaster Recovery）対策

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3101 加工現象の計測・分析技術、CAE ○ △ ○ ○ ○
技能の計測・分析技術 ○ ○ △ ○
加工技能における暗黙知の形式
知化

○ ○ ○ ○

3102 技能・知識のデジタル化技術 デジタル化支援ソフトウェア ○ ○ △ ○
3201 問題解決支援技術 ○ ○ ○

作業中支援技術 ○ ○ ○ ○
3202 生産工程の自動化 ○ ○ ○

生産技術、工程のＩＴ活用技術 ○ ○ △ ○ ○
3301 OJT伝承、技能継承マニュアル ○ ○ △ ○

技術伝承のためのVR技術 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○
技術伝承のためのＩＴ活用技術 ○ ○ ○
e-ラーニング ○ ○ ○ △ ○

3302 生産のグローバル化に対応する人材育成技術高品質生産対応作業指示技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○

社会の安全・安心技術

安全設計支援技術

機械と人間の協調技術

技能・技術の形式知化技術

加工作業支援技術

技能の伝承関連技術

生産支援技術

トレーサビリティ確保のための技術(トー
タルトレーサビリティ技術)

市場投入時
期

サプライチェーン
の該当フェーズ又
は全体最適化の

分

サステナビリティ確保のため克服すべ
き制約項目

ビジネス構造設計支援技術サービス化

製品／サービス融合化技術

ユーザニーズ把握技術

人間状態計測技術

製造における製品／サービス適正化技術

2101 高付加価値化

システム化

見える化

技術の伝承 情報化

標準化

人材育成



設計、製造、加工分野の技術マップ（3／3）

No. 大
分
類

中
分
類

小
分
類

要
素
技
術

（
例

）

エ
ネ
ル
ギ
ー

資
源

環
境

生
活
の
質

高
付
加
価
値
化

技
術
の
伝
承

原
料
調
達
・
原
料
製
造

製
品
開
発
製
造
・
使
用

再
利
用
・
リ
サ
イ
ク
ル
・
処
分

循
環
系
の
シ
ス
テ
ム
化

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
5
0
年

4101 解体手法の国際化 ○ ○
リサイクルマークの共通化 ○ ○ ○
図面付記情報の共通化 ○ ○ ○

4201 企画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
計画 ○ ○ ○
運営 ○ ○ ○
可視化 ○ ○ ○
リバースロジスティックス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
サプライヤーパーク
垂直立ち上げ
デリバリーの維持

4202 装置機能の検査・評価技術 ○ ○ ○ ○
分割を容易にする設計（デザイン）
製造
マニュアルレス分割（分割ガイダン
スマーク）

4203 オンデマンド生産システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
半導体ミニファブ ○ ○ ○ ○ ○
局所環境制御加工技術 ○ ○ ○ ○

構想設計から使える形状モデルの
方式

○ ○ ○ ○ ○

CAD/CAE間のデータ受け渡し簡
便化技術

○

連成解析、最適化解析などの技術 ○ ○ ○

現物シミュレーション技術 ○ ○ ○ ○

過去のノウハウ活用技術 ○ ○ ○

4301 洗浄技術 ○ ○ ○ ○
検査技術 ○ ○ ○ ○
リユースのための修理・メンテナン
ス・アップグレード

○ ○ ○ ○ ○

4302 動脈静脈一体型生産システム技術 成分分析・素材分離技術 ○ ○ ○

4303 動脈静脈一体型加工プロセス技術 再生マグネシウムからの素材製造
変種変量逆生産技術
洗浄技術
素材判別技術
再生素材品質検査
素材再生技術

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4304 高度自動材料選別技術 ○ ○ ○ ○
テレオペレーション応用技術
焼却技術の高度化 ○ ○ ○ ○
再生材料の再精錬・高品質化技術
再生プラスチックの高品質化技術 ○ ○ ○ ○ ○
廃棄物再利用技術 ○ ○ ○ ○
製造・廃棄時の有用物質（レアアー
ス・レアメタル）回収技術の高度化

○ ○ ○ ○

4401 ＲｏＨＳ（REACH)規制対応技術 ○ ○ ○ ○
形状・構造設計
素材選択
加工選択（塗装等）
有害物質含有物の代替技術
超機能環境適合性トライボロジー
技術

○ ○ ○ ○ ○

エコトライボロジー ○ ○ ○ ○
4402 製造時の有害物質回収技術の高

度化
○ ○ ○ ○

加工液等削減 ○ ○ ○
製造時の廃棄物削減技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
レジスト等補助材料の削減技術

4403 廃棄における有害物質削減、不使用技術 廃棄材料からの元素分離技術 ○ ○ ○ ○
4501 小型複合生産機械 ○ ○ ○

省エネルギープロセス設計技術 ○ ○ ○ ○
セラミックス等の製造プロセス合理
化技術

○ ○ ○ ○

材料・エネルギー最小化加工技術 ○ ○ ○ ○
4502 生産システムの効率的運用技術 ○ ○ ○ ○ ○

生産機械のエネルギー使用合理
化技術

○ ○ ○ ○

コンパクト生産システム ○ ○ ○ ○
セル生産 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4503 フリーフォーム鍛造
MIM
チクソモールディング

○ ○ ○ ○ ○ ○

スーパーニアネットシェープ加工 ○ ○ ○ ○

再利用化 リユースのためのプロセス技術

サービス化

代替化

マテリアルリサイクルの高度化技術

試作最小化技術

高効率的多品種変量生産

材料高歩留まり製造プロセス

バランス化

製造における有害物質削減、不使用技術

製造設備の省エネ技術

製造プロセスの省エネ、省資源技術

市場投入時
期

サプライチェーン
の該当フェーズ又
は全体最適化の

分

サステナビリティ確保のため克服すべ
き制約項目

4204

標準化最小化 図面情報の共通化技術

SCM・LCMを取り込んだ製造

使用における有害物質削減、不使用技術

製造装置の自律化技術



　
設

計
、
製

造
、
加

工
分

野
の

技
術

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
（
1
／

5
）

事
前

調
査

、
基

礎
開

発
本

格
開
発

実
用
化
時
期

大 分 類

中 分 類

N
o
.

小 分 類

要 素 技 術 （ 例 ）

2007

2010

2020

2030

2050

1
1
0
1
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
技
術

余
寿
命
診
断

非
破
壊
検
査

診
断
修
復
技
術

リ
ス
ク
ベ
ー
ス
ト
保

全
技

術
使
用
履
歴
管
理
技
術

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
ビ
ジ
ネ
ス
化

1
1
0
2
環

境
調

和
ビ
ジ
ネ
ス
戦

略
設

計
支

援
技

術
環

境
調

和
ビ
ジ
ネ
ス
設

計
支

援
ソ
フ
ト

ウ
ェ
ア
技
術

1
2
0
1

L
C
戦
略
設
計
技
術

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
・
シ
ュ
ミ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
替
案
比
較
分
析
手
法

易
リ
サ

イ
ク
ル

設
計

技
術

易
リ
ユ
ー
ス
設
計
技
術

1
2
0
2

リ
デ
ュ
ー
ス
設
計
技
術

構
造
最
適
設
計
技
術

高
機
能
材
料
利
用
技
術

再
生
材
・
再
生
部
品
利
用

技
術

1
2
0
3

L
C
管
理
技
術

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
情
報
管
理
技
術

使
用
履
歴
管
理
技
術

現
物
・
情
報
融
合
技
術

1
2
0
4

グ
ロ
ー
バ
ル
循
環
の
た
め
の

設
計

技
術

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
技
術

グ
ロ
ー
バ

ル
循

環
に
関

わ
る
社

会
シ
ス

テ
ム
整

備

1
3
0
1

プ
ロ
ダ
ク
ト
の
モ
デ
リ
ン
グ
技
術

新
し
い
形

状
モ
デ
ル

の
表

現
形

式
形

状
モ
デ
ル

の
属

性
の

付
加

と
抽

出
形

状
モ
デ
ル

の
デ
ー
タ
交

換

形
状

モ
デ
ル

の
属

性
の

付
加

、
抽

出
が

実
用

化

1
3
0
2

現
物
融
合
技
術

リ
バ
ー
ス
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技

術
新

し
い
形

状
モ
デ
ル

表
現

の
基

礎
が

固
ま
る

　
開

発
シ
ス
テ
ム
と
し
て
適

用
が

始
ま
る

1
4
0
1
持

続
可

能
社

会
評

価
技

術
持

続
可

能
社

会
シ
ナ
リ
オ
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ

1
4
0
2
各
種
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
評
価
技
術

L
C
A

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
・
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

マ
テ
リ
ア
ル

フ
ロ
ー
分

析
安
全
性
評
価
技
術

1
4
0
3
環
境
効
率
評
価
技
術

環
境
効
率
指
標
開
発

1
4
0
4
寿
命
管
理
技
術

寿
命
予
測
技
術

寿
命
診
断
技
術

寿
命
設
計
技
術

1
4
0
5
品
質
保
証
技
術

余
寿
命
診
断
技
術

劣
化
診
断
技
術

非
破
壊
検
査
技
術

遠
隔
検
査
技
術

1
5
0
1
リ
ユ
ー
ス
の

た
め
の

循
環

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技

術
リ
ユ
ー
ス
部

品
発

生
予

測
リ
ユ
ー
ス
部
品
在
庫
管
理

技
術

リ
ユ
ー
ス
部
品
を
含
む
生
産
計
画
技
術

1
5
0
2
リ
ユ
ー
ス
の
た
め
の
生
産
技
術

部
品
再
生
・
補
修
技
術

検
査
技
術

洗
浄
技
術

1
5
0
3

詰
め
替
え
ビ
ジ
ネ
ス
促
進
技
術

詰
め
替
え
ビ
ジ
ネ
ス
阻
止
技
術

中
古
部
品
の
市
場
整
備

1
6
0
1
共
通
要
素
設
計
技
術

部
品
交
換
容
易
化
設
計
技
術

部
品
共
通
化
設
計
技
術

多
世
代
共
通
化
設
計
技
術

部
品
長
寿
命
化
設
計
技
術

検
査
容
易
化
設
計
技
術

洗
浄
容
易
化
設
計
技
術

易
分
解
設
計
技
術

モ
ジ
ュ
ー
ル

化
設

計
技

術
診
断
容
易
化
設
計
技
術

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
容
易
化
設
計

技
術

自
己
診
断
設
計
技
術

自
己
修
復
設
計
技
術

1
6
0
2
長
寿
命
化
技
術

機
能
変
更
可
能
化
設
計
技
術

性
能
向
上
可
能
化
設
計
技

術
モ
ジ
ュ
ー
ル

化
設

計
技

術
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
更

新
設

計
材
料
技
術
・
構
造
技
術

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
技

術

シ
ス
テ
ム
化

そ
の

他
の

リ
ユ
ー
ス
関

連
技

術

グ
ロ
ー
バ
ル
循
環
設
計
・
管
理
技
術

L
C
設
計
技
術

サ
ー
ビ
ス
化

見
え
る
化

再
利
用
化

L
C
思
考

L
C
の
情
報
化

標
準
化

非
破

壊
検

査
技

術
・
故

障
診

断
技

術
ほ
ぼ
全
て
の
社
会
イ
ン
フ
ラ
、
製

品
で
適

切
な
故
障
診
断
が
可
能

環
境
調
和
ビ
ジ
ネ
ス
設
計
技
術

環
境

調
和

ビ
ジ
ネ
ス
の

合
理

的
設

計
が
可
能
に
→
多
様
な
環
境
調
和
ビ
ジ

ネ
ス
が
世
の
中
で
展
開

使
用

履
歴
管
理
技
術

使
用
履
歴
が
適
切
に
管
理
さ
れ
、
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
に
使
用
履
歴
情
報
が
活
用
さ
れ
る

ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

設
計

基
本

技
術

多
く
の
設
計
現
場
に
ラ
イ
フ
サ
イ

ク
ル

設
計

が
導

入
さ
れ

る

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
の
最
適
化
設
計
技
術

多
く
の
製
品
で
、
最
適
化
さ
れ
た
革
新

的
な
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

が
実

現

製
品
横
断
的
な
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
設
計
技
術

脱
物
質
化
が
進
展
し
、
複
数
製
品
を
組

み
合

わ
せ

た
循

環
型

LC
が
実
現

リ
デ
ュ
ー
ス
設

計
基

礎
技

術

多
く
の
社
会
イ
ン
フ
ラ
、
製
品
で
劣
化
診
断
、

余
寿
命
診
断
が
可
能
に

劣
化
・
余
寿
命
診
断
技
術

価
値

寿
命

の
長

寿
命
化
・
制
御
技
術

使
用
段
階
で
機
能
や
性
能
の
追
加
削
除
変

更
が
自
由
に
行
え
る
製
品
の
普
及

脱
物
質
化
設
計
技
術

H
W

/S
W

/サ
ー
ビ
ス
の
最
適
配
分
に
よ
る

製
品

サ
ー
ビ
ス
シ
ス
テ
ム
の

普
及

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
管
理
技
術

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体
の
把
握
と
適

切
な
管
理
の
実
現

グ
ロ
ー
バ

ル
循

環
設

計
・
管

理
技

術
持
続
可
能
な
グ
ロ
ー
バ

ル
循
環
の
実
現

持
続

可
能

社
会

シ
ナ
リ
オ
作

成
技

術
我
が
国
の
持
続
可
能
社
会
像
と

そ
の

シ
ナ
リ
オ
の

明
確

化

LC
A
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
、
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
デ
ー
タ
等
の
評
価
基
礎
デ
ー
タ
の
収
集
、
利
用
可
能
化

持
続
可
能
社
会
へ
の
到
達
度
評
価
技
術

持
続
可
能
社
会
へ
の
到
達

度
を
評
価
可
能
と
す
る

環
境

効
率

指
標

技
術

価
値
の
定
量
化
を
含
む
環
境
効
率
指
標
の
確
立
。
多
く
の

製
品

が
評
価
可
能
に
な
る

共
通

化

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
サ
ー
ビ
ス
化
技
術

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
産
業
の
高
付
加
価
値

サ
ー
ビ
ス
産
業
化
の
進
展

品
質

保
証

の
た
め
の

基
礎

技
術

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
を
見
据
え
た
品
質
保

証
が
多
く
の
製
品
で
実
用
化

ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

を
見

据
え
た
品

質
保

証
技

製
品
・
部
品
リ

ユ
ー
ス
の
高
品

リ
ユ
ー
ス
の

た
め
の

循
環

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技

術

高
品
質
な
製
品
・

部
品
リ
ユ
ー
ス
の

実
現

リ
ユ
ー
ス
の
た
め
の
生
産
技
術

リ
ユ
ー
ス
ビ
ジ
ネ

ス
環
境
整
備

リ
ユ
ー
ス
支
援
技
術

リ
ユ
ー
ス
ビ
ジ
ネ
ス
の

普
及

物
理

寿
命

の
長

寿
命

化
・
制

御
技

術
社
会
イ
ン
フ
ラ
、
製
品
で
寿
命
を
長
期
化
し

た
り
、
寿

命
を
制

御
可

能
と
な
る

リ
サ

イ
ク
ル

の
高

度
化

の
た
め
の

要
素

設
計

技
術

設
計

に
よ
る
、
材
料
リ
サ
イ
ク
ル

の
容

易
化

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
の
適
切
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
た

め
の
要
素
設
計
技
術

設
計
に
よ
る
、
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル
管
理
の
高
度
化

設
計
に
よ
る
高
品
質
な
製

品
・
部
品
リ
ユ
ー
ス
の
実

リ
ユ
ー
ス
の
た
め
の
要
素
設
計
技
術



　
設

計
、
製

造
、
加

工
分

野
の

技
術

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
（
2
／

5
）

事
前

調
査

、
基

礎
開

発
本

格
開
発

実
用
化
時
期

大 分 類

中 分 類

N
o
.

小 分 類

要 素 技 術 （ 例 ）

2007

2010

2020

2030

2050

2
1
0
1

ビ
ジ
ネ
ス
構

造
の

モ
デ
ル

化
技

術

複
雑
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
構
造
の
表
現

表
現
方
法
の
標
準
化

ビ
ジ
ネ
ス
構
造
可
視
化
技
術

各
種

視
点

で
の

ビ
ジ
ネ
ス
構

造
モ
デ
ル

の
可

視
化

ビ
ジ
ネ
ス
事
例
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
検
索
技

術
標

準
形

式
に
基

づ
い
て
蓄
積

新
ビ
ジ
ネ
ス
設
計
で
従
来
事
例
を
参
考
に

2
1
0
2

ユ
ー
ザ
ー
ニ
ー
ズ
の
収
集

技
術

Ｗ
Ｅ
Ｂ
自
動
検
索
，
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
に
よ
る
収

集
収
集
精
度
の
向
上

ユ
ー
ザ
ニ
ー
ズ
構
造
分
析
技

術

相
関
関
係
に
よ
る
関
連
ニ
ー
ズ
の
構
造
化

ブ
ー
ム
拡
大
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
分
析
お
よ
び
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

顧
客
価
値
評
価
技
術

商
品
，
付
帯
サ
ー
ビ
ス
な
ど
を
含
め
た
総
合
的
な
顧
客
価
値
の
評
価

顧
客
価
値
の
拡
大
要
因
の
評
価

人
間

の
メ
ン
タ
ル

モ
デ
ル

構
築

技
術

商
品
や
サ
ー
ビ
ス
か
ら
人
が
受
け
る
影
響
を
表
す
モ
デ
ル

流
行
へ
の
反
応
，
ブ
ー
ム
作
り
な
ど
社
会
環
境
と
の
関
係
の
モ
デ
ル

2
1
0
3

物
理
的
状
態
計
測
技
術

人
間
へ
の
物
理
的
負
荷
な
ど
の
状
態
の
計
測

負
荷
に
よ
っ
て
人
体
の
各
部
に
与
え
る
影
響
の
計
測

メ
ン
タ
ル
な
状
態
計
測
技

術

外
部

刺
激

に
よ
っ
て
ヒ
ト
へ
与
え
ら
れ
る
メ
ン
タ
ル
な
影
響
の
計
測

2
1
0
4

カ
ス
タ
マ
イ
ズ
容
易
化
設
計

技
術

顧
客

ご
と
に
異

な
る
仕

様
へ

対
応

す
る
商

品
の

設
計

手
法

ロ
ー
カ
ラ
イ
ズ
対

応
カ
ス
タ
ム
設

計
技

術

顧
客
文
化
，
地
域
特
性
な
ど
に
よ
っ
て
異
な
る
仕
様
へ
対
応
す
る
商
品
の
設
計
手
法

コ
ア
技
術
の
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化

商
品
の
標
準
化
と
コ
ア
技
術
の
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
を
両
立
さ
せ
る
設
計
手
法

2
1
0
5

製
品
価
値
・
サ
ー
ビ
ス
価

値
の

可
視

化
技
術

製
品

・
サ

ー
ビ
ス
複

合
モ
デ
ル

の
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
技

術

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
統
合

設
計

方
法

論

2
1
0
6

健
康
被
害
対
策
技
術

ユ
ー
ザ
に
対
す
る
物
理
的
，
メ
ン
タ
ル
的
な
影
響
を
評
価
し
，
適
正
な
設
計
を
行
う
技
術

自
然
災
害
対
策
技
術

自
然

災
害

の
予

測
，
防

御
技

術
テ
ロ
等
非
常
時
対
策
技
術

リ
ス
ク
を
考

慮
し
た
生

産
計

画
の

技
術

不
正

ア
ク
セ
ス
，
ウ
ィ
ル

ス
対

策

不
正
ア
ク
セ
ス
，
ウ
イ
ル
ス
な
ど
に
よ
る
商
品
の
異
常
動
作
を
防
止
す
る
技
術

情
報
漏
洩
対
策
技
術

情
報

機
器

な
ど
の

商
品

に
保

存
さ
れ

た
情

報
の

漏
洩

防
止

と
機

能
の

両
立

を
図

る
技

術
2
2
0
1

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
の
た
め
の
技
術

（
ト
ー
タ
ル

ト
レ
ー
サ

ビ
リ
テ
ィ
技

術
）

商
品

の
調

達
品

に
関

す
る
ト
レ
ー
ス
（
輸

出
入
を
含
む
）

調
達
チ
ェ
ー
ン
全
体
に
渡
っ
て
材
料
，
個
別
部
品
，
ユ
ニ
ッ
ト
部
品
な
ど
そ
れ
ぞ
れ
独
立
な
単
位
の
ロ
ッ
ト
の
対
応
関
係
を
管
理
し
，
必
要
に
応
じ
て
検
索
す
る
技
術

商
品

の
輸

送
，
配

送
に
関

す
る
ト
レ
ー
ス

（
輸
出
入
を
含
む
）

商
品
の
出
荷
，
輸
送
，
在
庫
，
配
送
な
ど
を
ト
レ
ー
ス
す
る
技
術

商
品
の
利
用
，
保
守
状
況
の

把
握

商
品

の
利

用
状

況
を
測

定
，
把

握
し
，
再

使
用

し
た
部

品
に
つ
い
て
も
そ
の

利
用

履
歴

を
把

握
す
る
技

術
商
品
の
リ
サ
イ
ク
ル
状
況
の

顧
客

へ
の

提
示

使
用

後
の

商
品

に
つ
い
て
，
そ
の

分
解

，
処

理
，
部

品
再

使
用

を
行

っ
た
後

ま
で
結

果
を
検

索
す
る
技

術
Ｒ
Ｆ
ＩＤ

の
小
型
化
・
大
容
量

化
技

術

読
取
／
書
込
の
高
度
化
技
術

 

大
規
模
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
活

用
技

術

2
3
0
1

本
質
安
全
設
計

本
質
安
全
性
の
判
定
，
確
保
策
の
提
示
な
ど
を
行
う
設
計
支
援
技
術

失
敗
学

製
品

不
良

を
起

こ
す
設

計
上

，
製

造
上

の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の

モ
デ
ル

化
と
，
そ
の

モ
デ
ル

に
基

づ
く
評

価
技

術
F
M
E
A
支
援
技
術

Ｆ
Ｍ
Ｅ
Ａ
の
効
率
的
か
つ
高
信
頼
な
実
施
の
支
援
技
術

2
3
0
2

人
に
優
し
い
ロ
ボ
ッ
ト
技
術

人
の

物
理

的
な
特

性
に
合

致
し
た
ロ
ボ
ッ
ト
の

実
現

技
術

人
の

メ
ン
タ
ル

的
な
特

性
に
合

致
し
た
ロ
ボ
ッ
ト
の

実
現

技
術

パ
ワ
ー
ア
シ
ス
ト

人
の

意
図

に
合

致
し
た
動

作
の

制
御

方
法

と
駆

動
ア
ク
チ
ュ
エ
ー
タ

2
3
0
3

無
停
止
化
技
術

B
C
/
D
R
（
B
u
si
n
e
ss
 C
o
n
ti
n
u
it
y 
&

D
is
as
te
r 
R
e
c
o
ve
ry
）
対
策

ビ
ジ
ネ
ス
構
造
設
計
支
援
技
術

ユ
ー
ザ

ニ
ー
ズ
把
握
技
術

人
間
状

態
計
測
技
術

製
造
に
お
け
る
製
品
／
サ
ー
ビ
ス
適
正
化
技
術

高
付
加
価
値

化
サ
ー
ビ
ス
化

シ
ス
テ
ム
化

見
え
る
化

製
品
／
サ
ー
ビ
ス
融
合
化
技
術

社
会
の
安
全
・
安
心
技
術

安
全
設
計
支
援
技
術

機
械
と
人
間
の
協
調
技
術

Ｂ
Ｃ
／

Ｄ
Ｒ
シ
ス
テ
ム
の

設
計

支
援

技
術

Ｃ
Ｂ
／
Ｄ
Ｒ
の
評
価
技
術
お
よ
び
改
善
提
案
技
術



　
設

計
、
製

造
、
加

工
分

野
の

技
術

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
（
3
／

5
）

事
前

調
査

、
基

礎
開

発
本

格
開
発

実
用
化
時
期

大 分 類

中 分 類

N
o
.

小 分 類

要 素 技 術 （ 例 ）

2007

2010

2020

2030

2050

技
術
の
伝
承

情
報
化

3
1
0
1

技
能
・
技
術
の
形
式
知
化
技
術

加
工
現
象
の
計
測
・
分
析
技

術
、
C
A
E

技
能
の
計
測
・
分
析
技
術

加
工
技
能
に
お
け
る
暗
黙
知

の
形

式
知

化

3
1
0
1

技
能

・
知

識
の

デ
ジ
タ
ル

化
技

術
デ
ジ
タ
ル

化
支

援
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

標
準
化

3
2
0
1

加
工
作

業
支
援
技
術

問
題
解
決
支
援
技
術

作
業
中
支
援
技
術

3
2
0
2

生
産
支
援
技
術

生
産
工
程
の
自
動
化

生
産
技
術
、
工
程
の
ＩＴ
活

用
技

術

人
材

育
成

3
3
0
1

技
能

の
伝

承
関

連
技

術
O
J
T
伝

承
、
技

能
継

承
マ
ニ
ュ
ア
ル

技
術

伝
承

の
た
め
の

V
R
技

術

技
術
伝
承
の
た
め
の
ＩＴ
活
用

技
術

e
-
ラ
ー
ニ
ン
グ

3
3
0
2

生
産
の

グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
す
る
人
材
育
成
技

術
高
品
質
生
産
対
応
作
業
指
示

技
術

業
務
用
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

開
発

支
援

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

物
体
内
部
や
不
可
視
光
領
域
な
ど
観
察
困
難
対
象
の
計
測
技
術

加
工

現
象

の
主

因
リ
ア
ル

タ
イ
ム
計

測
技

術

製
品

企
画
か
ら
製
造
、
利
用
、
環
境
影
響
、
廃
棄
、
再

利
用

ま
で
を
通

し
た
Ｃ
Ａ
Ｅ
技

術
加
工
現
象
の
計
測
と
Ｃ
Ａ
Ｅ
技
術
に

よ
る
加

工
原

理
の

解
明

技
能

者
の

作
業

の
記

録
と
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化

技
能

者
の

判
断

基
準

の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化

技
能

の
抽

出
・
分

析
・
再

現
手

法
の

開
発

技
能

の
加

工
現

象
理

論
に
よ
る
分

析
・
解

明
標

準
型

技
能

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構

築

自
社

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構

築
支

援
技

術

絶
滅

危
惧

技
能

の
保

存
と
再

活
用

の
た
め
の

シ
ス
テ
ム

自
社

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
活

用
支

援
技

術

自
社

技
能

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構

築
と
活

用
技

術

知
識

分
類

・
関

連
づ
け
の

自
動

化
技

術

技
能
（
暗
黙
知
）
の
形
式
知
化
に

よ
り
技
術
が
発
展
、
さ
ら
に
人
の

創
意

で
新

た
な
俗

人
的

技
能

が
発
生
。
こ
の
繰
り
返
し
に
よ
る
技

術
の

ス
パ

イ
ラ
ル

ア
ッ
プ

技
能
者
の
作
業
中
に
技
能
デ
ー
タ
を
自
動
抽
出
す
る
技
術

技
能

者
の

感
性

計
測

、
評

価
技

術

人
の

感
性

と
加

工
現

象
理
論
に
よ

る
技

能
の

分
析

・
解

明

自
社

技
能

の
適

用
拡
大
支
援
技
術

ト
ラ
ブ
ル
要
因
分
析
技
術

不
具

合
自

動
検

出
技

術

ト
ラ
ブ
ル
要
因
自
動
分
析
技
術

ト
ラ
ブ
ル
自
動
予
測
回
避
技
術

技
術
情
報
を
表
示
す
る
モ
バ
イ
ル
型

シ
ス
テ
ム
の

開
発

対
話

的
に
作

業
指

示
、
技

術
情

報
を
教

示
す
る
モ
バ

イ
ル

型
シ
ス
テ
ム
の

開
発

作
業

中
の

人
の

行
動

、
ス
ト
レ
ス
反

応
を
計

測
す
る
モ
バ

イ
ル

型
シ
ス
テ
ム
の

開
発

量
産
ラ
イ
ン
の
自
動

化
技

術
確

立
量
産
ラ
イ
ン
に
お
い
て
人
と
共
存
可
能
な
汎
用
作
業
ロ
ボ
ッ
ト
技
術

セ
ル
生
産
支
援
ロ
ボ
ッ
ト
技

術
検

査
工

程
の

自
動

化
技

術

業
務
用
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
自
動
開
発
技
術

技
能
作
業
を
再
現
、
拡
張
す
る
生
産
機
械
技
術

製
品
企
画
か
ら
製
造
、
利
用
、
環
境
影
響
、
廃
棄
、
再
利

用
ま
で
を
通

し
た
全

体
最

適
化

を
図

る
設

計
技

術
標

準
型

、
自

社
等

複
数

の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
連

携
し
て
最

適
な
生

産
条

件
を
示

す
作

業
設

計
技
術

マ
ル

チ
メ
デ
ィ
ア
利

用
等

、
各

企
業

で
個

別
に
取

組
む

各
加

工
法

、
工

程
の

特
色

を
考

慮
し
た
効

率
的

人
材

育
成

手
法

・
ツ
ー
ル

の
開

発

地
域

、
業

種
ご
と
の

普
及

拠
点

、
普

及
体

制
の

構
築

サ
ー
ビ
ス
産

業
分

野
が

先
導

す
る
五

感
情

報
再

現
の

た
め
の

要
素

技
術

開
発

極
微

作
業

等
の

特
殊

作
業

工
程

習
得

へ
の

利
用

技
術

技
能
作
業
の
五
感
情
報
を
元
に
し
た
習
得
へ
の
利
用
技
術

シ
ス
テ
ム
の

低
コ
ス
ト
化

の
追

求

加
工
現
象
理
論
に
基
づ
く
Ｖ
Ｒ
空
間
の
構
築
技
術

地
域
、
業
種
ご
と
の
普
及
拠
点
、
普
及
体
制
の
構
築

学
校

教
育

へ
の

導
入

マ
ル

チ
メ
デ
ィ
ア
活

用
技

術
Ｖ
Ｒ
技

術
活

用
技

術

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
公

開
型

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
活

用
技

術
技

術
情

報
・
技

能
情

報
の

集
積

、
分

析
、
体

系
化

と
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構

築
技

術

知
識

分
類

・
関

連
づ
け
の

自
動

化
技

術

技
術

情
報

の
保

存
、
統

合
、
漏

洩
防

止
技

術

技
能

の
分

析
と
形

式
知

化
技

術
人

的
技

能
の

拡
張

技
術

学
会
、
教
育
機
関
単
位
で
の
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築

業
界
単
位
で
の
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築

企
業
単
位
で
の
独
自
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築

Ｖ
Ｒ
技

術
と
自

然
言

語
に
よ
る
対

話
的

な
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
シ
ス
テ
ム
の

構
築

図
面

、
工

場
内

各
種

指
示

の
共

通
シ
ン
ボ
ル

化
e
-
ラ
ー
ニ
ン
グ
、
各

種
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の

多
言

語
化

● ● ● ●

● ● ●

●
●

技
術

・
知

識
に
お
け
る
普

及
範

囲
と
守

秘
範

囲
の

区
別

の
明

確
化



　
設

計
、
製

造
、
加

工
分

野
の

技
術

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
（
4
／

5
）

事
前

調
査

、
基

礎
開

発
本

格
開
発

実
用
化
時
期

大 分 類

中 分 類

N
o
.

小 分 類

要 素 技 術 （ 例 ）

2007

2010

2020

2030

2050

4
1
0
1

解
体
手
法
の
国
際
化

リ
サ
イ
ク
ル
マ
ー
ク
の
共
通

化
図
面
付
記
情
報
の
共
通
化

4
2
0
1

企
画

計
画

運
営

可
視
化

再
資

源
化

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
の

実
現

リ
バ

ー
ス
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
ス

最
小

環
境

負
荷

で
の

供
給

シ
ス
テ
ム
開

発
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
パ
ー
ク

垂
直
立
ち
上
げ

デ
リ
バ
リ
ー
の
維
持

4
2
0
2

装
置
機
能
の
検
査
・
評
価

技
術

分
割
を
容
易
に
す
る
設
計
（
デ
ザ
イ
ン
）

製
造

マ
ニ
ュ
ア
ル

レ
ス
分

割
（
分

割
ガ
イ
ダ
ン

ス
マ
ー
ク
）

4
2
0
3

オ
ン
デ
マ
ン
ド
生

産
シ
ス
テ
ム

基
礎

的
研

究
開

始
半
導
体
ミ
ニ
フ
ァ
ブ

4
2
0
4

構
想
設
計
か
ら
使
え
る
形
状
モ
デ
ル
の
方

式 C
A
D
/
C
A
E
間
の
デ
ー
タ
受
け
渡

し
簡

便
化

技
術

現
物

シ
ュ
ミ
レ
ー
シ
ョ
ン
技

術
が

実
用

化
の

段
階

へ
連
成
解
析
、
最
適
化
解
析
な
ど
の
技
術

現
物

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技

術
新

し
い
形

状
モ
デ
ル

の
試

用
が

始
ま
る

過
去
の
ノ
ウ
ハ
ウ
活
用
技
術

ノ
ウ
ハ

ウ
活

用
技

術
の

展
開

開
始

4
3
0
1

洗
浄
技
術

リ
ユ
ー
ス
用

部
品

診
断

技
術

開
発

開
始

検
査
技
術

製
品

の
余

命
診

断
技

術
開

発
開

始

リ
ユ
ー
ス
の
た
め
の
修
理
・
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
・
ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド

修
理

容
易

設
計

4
3
0
2

成
分
分
離
・
素
材
分
離
技
術
　
　
　
　

4
3
0
3

動
脈

静
脈

一
体

型
加

工
プ
ロ
セ
ス
技

術
再

生
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
か

ら
の

素
材

製
造

変
種
変
量
逆
生
産
技
術

洗
浄
技
術

素
材
判
別
技
術

再
生
素
材
品
質
検
査

素
材
再
生
技
術

4
3
0
4

高
度
自
動
材
料
選
別
技
術

テ
レ
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
応

用
技

術
焼
却
技
術
の
高
度
化

再
生
材
料
の
再
精
錬
・
高
品

質
化

技
術

再
生
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
高
品
質
化
技
術

廃
棄
物
再
利
用
技
術

製
造

・
廃

棄
時

の
有

用
物

質
（
レ
ア
ア
ー

ス
・
レ
ア
メ
タ
ル

）
回

収
技

術
の

高
度

化

4
4
0
1

Ｒ
ｏ
Ｈ
Ｓ
（
R
E
A
C
H
)規

制
対

応
技

術
形
状
・
構
造
設
計

素
材
選
択

加
工
選
択
（
塗
装
等
）

有
害
物
質
含
有
物
の
代
替

技
術

軽
元

素
(C
, N

, B
等

)に
よ
る
代

替
化

戦
略

の
策

定
C
系

，
C
-
H
ア
モ
ル

フ
ァ
ス
系

材
料

に
よ
る
代

替
技

術
の

実
用

化
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
（
C
)，
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
ラ
イ
ク
カ
ー
ボ
ン
（
C
-
H
ア
モ
ル

フ
ァ
ス
)系

材
料

に
よ
る
代

替
技

術
の

再
評

価
ナ
イ
ト
ラ
イ
ド
（
C
N
, B

N
等
）
に
よ
る
代

替
技

術
の

再
評

価
ナ
イ
ト
ラ
イ
ド
（
C
N
, B

N
等
）
に
よ
る
代
替
技
術
の
実
用
化

新
軽

元
素

コ
ー
テ
ィ
ン
グ
に
よ
る
代

替
技

術
の
再
評
価

エ
コ
ト
ラ
イ
ボ
ロ
ジ
ー

4
4
0
2

製
造
時
の
有
害
物
質
回
収
技

術
の

高
度

化 加
工
液
等
削
減

製
造
時
の
廃
棄
物
削
減
技
術

レ
ジ
ス
ト
等

補
助

材
料

の
削

減
技

術
4
4
0
3

廃
棄
に
お
け
る
有
害
物
質
削
減
、
不
使
用
技
術

廃
棄
材
料
か
ら
の
元
素
分
離

技
術

図
面
情
報
の
共
通
化
技
術

S
C
M
・
L
C
M
を
取
り
込
ん
だ
製
造

リ
サ

イ
ク
ル

材
料

の
判

別
技

術
・
各

種
素

材
の

リ
サ

イ
ク
ル

技
術

開
発

・
リ
サ

イ
ク
ル

品
品

質
評

価
技

術
開

発
・
材

料
ご
と

の
リ
サ

イ
ク
ル

方
針

検
討

資
源

（
部

品
供

給
）
・
製

造
・
消
費
・
輸
送
　
を
考

慮
し
た
製

造
　
技

術
の

検
討

開
始

ロ
ー
カ
ル
視
点
で
の
実

用
化
開
始
・

グ
ロ
ー
バ
ル
視
点
で

の
検
討
進
む

集
中

型
製

造
と
地

域
型

製
造

、
ト
ー
タ
ル

設
計

手
法

の
検

討

レ
ジ
ス
ト
材

の
削

減
技

術
な
ど

も
実

用
化

一
部
産
業
で

利
用
開
始

素
材

毎
に
リ
サ
イ
ク
ル

後
の
利
用
体
制
が
確

立
し
て
い
く

再
生

材
料

の
特

性
評

価

再
利
用
化

リ
ユ
ー
ス
の
た
め
の
プ
ロ
セ
ス
技
術

局
所
環
境
制
御
加
工
技
術

サ
ー
ビ
ス
化

動
脈

静
脈

一
体

型
生

産
シ
ス
テ
ム
技

術

製
造
装

置
の
自
律
化
技
術

マ
テ
リ
ア
ル
リ
サ
イ
ク
ル
の
高
度
化
技
術

IS
O
提
案
準
備

超
機
能
環
境
適
合
性
ト
ラ
イ
ボ
ロ
ジ
ー
技
術

使
用
に
お
け
る
有
害
物
質
削
減
、
不
使
用
技
術

試
作
最
小
化
技
術

高
効
率
的
多
品
種
変
量
生
産

最
小
化

代
替
化

レ
ジ
ス
ト
等

補
助

材
料

の
削

減
技

術
開

発

製
造
に
お
け
る
有
害
物
質
削
減
、
不
使
用
技
術

標
準
化

ﾊ
ﾞｰ
ﾁ
ｬ
ﾙ
ｼ
ｰ
ﾙ
ﾄﾞ
技
術
に
よ

る
局

所
環

境
制

御

図
面

・
製

品
情

報
・
解

体
情

報
・
再

利
用

化
情

報
な
ど

の
標

準
化

・
表

示
等

の
国

際
ル

ー
ル

化
検

討
開

始

超
高

温
材

料
の

局
所

環
境

加
工

技
術

の
確

立

リ
ペ
ア
技

術
の

開
発

・
部

品
供

給
体

制
（
随

時
生

産
）

技
術

開
発

リ
ユ
ー
ス
の

た
め
の

共
通

化
・
情

報
管

理
検

討
開
始

リ
ユ
ー
ス
用
検
査
・
診
断
・
修
復
技
術
の
確
立

マ
ニ
ュ
ア
ル

レ
ス
で
分

割
可

能
な
分

解
支

援
表

示
等
の
共
通
化
　
実
用
化
開
始

順
次
導
入
利
用
が
進
む

希
少
金
属
の
回
収
技
術
は
高

度
化
・
低
環
境
負
荷
に
。
そ
の

他
の
原
料
も
開
発
す
す
む

廃
棄

装
置

の
分

別
技

術
開

発
（
材

料
ご
と
）
・

材
料

の
簡

便
な
同

定
技

術
開

発
・
各

種
の

原
料

の
低

環
境

負
荷

元
素

分
離

技
術

開
発

低
レ
ベ
ル

の
有

害
物

質
も
回

収
技

術
加
工
液
の
回
収
技
術
・

使
用
量
の
低
減
進
む

エ
コ
ト
ラ
イ
ボ
ロ
ジ
技
術
な
ど
、
使
用
時
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
削

減
技

術
・
有

害
物

質
削

減
技

術
開

発
製

品
群

の
使

用
時

有
害

物
質

削
減

の
た
め
の
素
材

開
発

、
設

計
技

術
、
代

替
材

料
の

開
発
進
む

ガ
ラ
ス
な
ど
ご
く

一
部

で
リ
サ

イ
ク

ル
使

用

分
離

分
割

技
術

開
発

開
始

・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
な
ど

再
生

技
術

開
発

材
料

の
簡

便
な
同

定
技

術
開

発
・

分
解

・
自

動
選

別
技

術
の

開
発

金
属

等
の

精
錬

技
術

開
発

材
料
選
別
技
術
の
高
度

化
・
分
解
と
精
錬
の
同
時

化
技
術
の
開
発
・
再
利
用

コ
ス
ト
の
大
幅
削
減

R
o
H
S
な
ど

部
分
的
に
 I
S
O
化
始
ま
る

一
部

希
少

金
属

類
で
開

始

多
品
種
製
品
対
応
製
造
技
術
の
試
行
　
　
　
部
品
供
給
ジ
ャ
ン
ル
等
へ
の
応
用
開
始

超
反

応
性

材
料

の
局

所
環

境
加

工
技

術
の

確
立

新
軽
元
素
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
に
よ
る
代
替
技
術
の
実
用
化



　
設

計
、
製

造
、
加

工
分

野
の

技
術

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
（
5
／

5
）

事
前

調
査

、
基

礎
開

発
本

格
開
発

実
用
化
時
期

大 分 類

中 分 類

N
o
.

小 分 類

要 素 技 術 （ 例 ）

2007

2010

2020

2030

2050

4
5
0
1

小
型
複
合
生
産
機
械

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
プ
ロ
セ
ス
設
計
技
術

一
部
生
産
現
場
で
の
試
行

一
部
産
業
で
の
プ
ロ
セ
ス
の
省
エ
ネ
化
・
低
環
境
負
荷
へ
の
移
行
が
進
む

セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
等
の
製
造
プ
ロ
セ
ス
合
理

化
技
術

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
材
料
最
小
化
複
合
加
工
プ
ロ
セ
ス

エ
ネ
ル

ギ
ー
・
材

料
最

小
化

の
た
め
の

加
工

プ
ロ
セ
ス
複

合
化

評
価

・
モ
デ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の

構
築

エ
ネ
ル
ギ
ー
最
小
化
複
合
加
工
プ
ロ
セ
ス

4
5
0
2

生
産

シ
ス
テ
ム
の

効
率

的
運

用
技

術
生
産
機
械
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
合
理
化

技
術

多
様
な
生
産
現
場
へ
の
導
入
が
進
む
。

コ
ン
パ

ク
ト
生

産
シ
ス
テ
ム

セ
ル
生
産

4
5
0
3

フ
リ
ー
フ
ォ
ー
ム
鍛
造

M
IM

チ
ク
ソ
モ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

Ｍ
ＩＭ

な
ど
の
技
術
開
発
進
む

実
用
的
導
入
が
開
始
・
多
様
な
製
造
に
適
応

ス
ー
パ
ー
ニ
ア
ネ
ッ
ト
シ
ェ
イ
プ
対
応
の
形
状
・
組
織
・
特
性
一
体
型
金
属
成
形
加
工
予
測
技
術
の
確
立

ス
プ
リ
ン
グ
バ
ッ
ク
レ
ス
加
工

ス
ー
パ
ー
ニ
ア
ネ
ッ
ト
シ
ェ
イ
プ
対

応
鋳

造
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技

術
の

確
立

ス
ー
パ
ー
ニ
ア
ネ
ッ
ト
シ
ェ
イ
プ
対
応
鋳
造
界
面
品
位
向
上
技
術
の
確
立

鋳
造

寸
法

精
度

1
0
0
μm

以
下

鋳
造
寸
法
精
度
1
0
μm

以
下

鋳
造
面
粗
さ
1
μm

以
下

最
小
化

バ
ラ
ン
ス
化

製
造
設
備
の
省
エ
ネ
技
術

材
料
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
最
小
化

加
工

技
術

ス
ー
パ
ー
ニ
ア
ネ
ッ
ト
シ
ェ
ー
プ
加
工

製
造
プ
ロ
セ
ス
の
省
エ
ネ
、
省
資
源
技
術

材
料
高
歩
留
ま
り
製
造
プ
ロ
セ
ス

セ
ル

生
産

・
コ
ン
パ

ク
ト
生

産
シ
ス
テ
ム

な
ど
一
部
実
用
化
開
始

生
産

シ
ス
テ
ム
の

効
率

的
な
運

用
技

術
開

発
進
む
（
コ
ン
パ

ク
ト
生
産
な
ど
含
め
）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
を
考

慮
し
た
高

歩
留

ま
り
製

造
プ

ロ
セ
ス
の

開
発

進
む

研
究

室
レ
ベ

ル
で
の

開
発

プ
ロ
セ
ス
の
省
エ
ネ
化

設
計

技
術

開
発

進
む



 

【参考資料】 

サステナブル・マニュファクチャリング 2025 年シナリオ 

2008.1.17 
サステナブル・マニュファクチャリング技術マップ WG 

 

（０）全般的な状況 

 地球温暖化問題に伴う化石エネルギー使用抑制の努力にも関わらず、中国、インドなどの経

済発展に伴い、世界の一次エネルギー需要は 2000 年の 1.4 倍に達している。これらのエネル

ギー供給の一部を担うと期待される再生可能エネルギーについては、技術開発も進み、着実に

その比率を高めているが、劇的に増加するまでには至らない。2050 年に向けた削減の数値目標

は主要排出国を含んで合意されている。これに伴い、日本の排出量削減目標も設定される。

（2000 年比 60～70％減）。2000 年比 4 倍の環境効率（生産物の価値／環境負荷）を可能とする

製品設計、生産技術がすでに実現しているが、全産業分野に普及するには至っていないため、

日本における CO2 排出量の削減目標は、人口減少、産業の海外流出、製造業を中心とした各産

業のリーン化、製品のリデュース・省エネ化、排出権取引、炭素税、CO2 貯蔵の組み合わせに

より達成される。しかし、この頃には資源の枯渇の問題が緊急性を増しており、2050 年の低炭

素社会を目指して、技術の積み上げでない新たな生活様式の確立も含めたパラダイムシフトが

求められている。 

  

（１）設計開発に関して 

 例えば家電製品、オフィス機器などでは、製品同士はネットワーク化され、故障診断、メン

テナンス・修理要求の自動発信、故障時の相互機能補完などを可能とする製品が登場する。 

 設計段階からの部品／製品リデュースが大きく進むとともに、寿命・品質管理技術、検査技

術、リサイクル技術などの要素技術が進展し、ライフサイクル設計において合理的なライフサ

イクル・オプションが選択され、実施されるようになる。製造、メンテナンス、修理、EOL を

含めたトータルシステム設計技術が実用化され、これを可能とする製品ライフサイクルの可視

化技術が進展する。持続可能社会シミュレーションが研究、実践面で定着しており、国内的に

は高度なライフサイクル設計＋評価＋マネジメントシステムが確立されるが、対アジアへの普

及推進、国際的な高度なライフサイクル設計＋評価＋マネジメントシステムの確立の点で課題

を残している。 

国際市場・国際競争に関して日本では 2015-2025 の間の低成長経済が続いた結果、経済規模

では、中国、インドに抜かれ GDP 比で世界の 4％程度になる。中国メーカの技術力は飛躍的に

向上し、潤沢な資金を元に、最新の研究開発、生産設備を投入し、中国全土だけでなく、北米、 

 

赤：主として高付加価値化に関連する機能 

黄土：主として最小化に関連する機能 

青：主としてライフサイクル思考に関連する機能 

緑：主として技能の伝承に関連する機能 



 

欧州マーケットへと次々と新製品を投入する。家電製品のなかでも成熟したカテゴリーでは、

北米での中国ブランドは不動のものとなる。日本の家電メーカでは特化した分野をもたない家

電メーカは中国との競争のもと再編の波にのまれるが、いくつかの製品に関しては、環境関連

コア技術を持つ日本メーカも生き残る。こうしたメーカは、世界的なブランドを更に強固のも

のとし、メイドインジャパンの強さを見せている。また、省エネ技術、CO2 削減技術、CO2 貯

蔵技術、再生可能エネルギー技術では依然として日本が優位に立つ。また日本メーカの海外進

出については 2025 年頃をピークに飽和し、国内回帰の動きが強くなる。 

 新規開発される製品のうちハイエンド品については、部品の製造履歴、使用履歴などを可視

化する技術が導入され、トレーサビリティが確保されている。ただし、旧製品、ローエンド品

なども含めて全ての製品で安全・安心が確保されるにはいたっていない。 

 

（２）生産 

生産においては、需要に応じて再構成可能な真の Reconfigurable な生産システムが開発、

一部実用化が始まり、エネルギー制約、環境制約の打破に貢献し始める。また、最小（エネル

ギー、設備、資源、コスト）での生産の考え方は多くの生産現場で導入が検討されている。た

だしシステムとして導入済みの分野は限られる。（MEMS、半導体ファブリケーション、薬剤な

どの製造、） 

また、リサイクル材料の価格がバージン材料に比べて相対的に下がり、マテリアルリサイク

ル技術そのものも高度化されたため、リサイクル材料からのバージン材料由来に遜色の無い生

産が増加することになる。経済的なリーン化のみならず、資源的、エネルギー的な面でもリー

ン化のための要素技術、システム化技術が進展し、この分野では我が国の製造業が依然として

優位に立っている。 

世界における位置づけとして、素材産業については一般的な素材では中国、インドなどとの

価格競争に勝てないが、高度な回収技術、特殊な物性を持つ材料製造、リサイクル材料からの

高品質な素材製造などに注力した結果、現状程度の産業規模を維持する。 

生産時における REACH 等の化学物質の環境リスク課題は一段落しており、ライフサイクルマ

ネジメントの一部として粛々と運用されている。 

 

（３）使用（物流・流通、生活） 

物流加工・組立の集中化（輸送業者によるアセンブル）による製造・輸送の統合化、ロジス

ティックとリサイクル／リユースビジネスの融合が起こる。大規模物流に関しては、風力など

を併用した新型船の利用が盛んになり、空輸は限定されたものとなる。 

 このころになると、持続可能性達成に向けて必要なアクションと経済性のベクトルはある程

度揃ってくる。製品の品質、作り方などを含めた広義の環境配慮性を最優先の購買要件とする

層がすでに増えている。外部経済の内部化の進展（例：より安い製品がより環境調和性が高い）

が進んでいることにもよる。オフィスユース製品では、所有から利用への拡大が大きく進展す

る。 

リユース、リサイクルが経済的に有利になる社会の到来に伴い、社会インフラにおいても 100

年もつことは常識で、200 年以上も活用し続けることができるものが競争力を持つストック型

社会へと転換する。この傾向はインフラから一般の製品にも徐々に拡大しつつあり、国内の工



 

場は、高度なカスタマーサービス（オンデマンドな製品の修理、メンテナンス）に活路を見出

す。 

 日本の人口減少が進むとともに高齢化が急速に進展している。この点を補完するためノウハ

ウの体系化、ソフトウェア化に支援された自動化ブームがおきるが、全ての作業が置き換えら

れるわけではなく、サービス業、ソフトウェア産業を中心により多くの労働力が海外から導入

される。この動きは単純労働力のみでなく、企画、開発、設計などの中核人材にも及ぶ。また、

労働人口減少に関連した人材やアクティブシニア産業、所得二極化でのコンシェルジュ産業、

個人主義台頭に関連したライフデザイン産業等が新しい産業として拡大する。 

 データセンターの移転、分散、調達先の分散などリスクマネージメントの一環としての地震

対策が進んでおり、201X 年に発生した大地震に対してもある程度の対応が可能であった。一方、

災害復興を契機として、コンパクトシティ構想パイロットＰＪが実行に移されることとなった。

また、地震以外にも、地球温暖化に関係すると言われる大規模台風による災害、広範囲の感染

症などに対するリスクマネージメントも完全とは言えないが進みつつある。街中では自動販売

機にセンサをつけて、子供が通ったかなどを見守るなど、メディアの延長線上として「シティ

メディア」が成立している。このような技術の進展で、日本の社会生活における安全・安心は

順調に進展している。それが吸引力となって、アジア富裕層、高学歴層の日本への投資、移住

が増加をみせている。ただし、国内における格差の拡大傾向はあまり改善されず、こうした生

活上の安全・安心を享受できない層への対策が問題として顕在化している。 

 

（４）使用後 

石油価格の高騰から、メーカによるリユース、リサイクルなどの LC 思考が経済のメカニズ

ムに組み込まれ経営戦略となるとともに、より広範な循環型ビジネスモデルが成立し得るよう

になっている。リサイクル原材料については地域ベースでのリサイクルのサードパーティ、輸

出、輸入、など様々な選択肢が登場し、解体された部品、回収された材料などは都市鉱山とし

て争奪戦の対象となる。ただし、基本的には自国で利用した廃電子電気機器を戦略的に自国内

でリサイクルする方針が採られるようになる。一旦は製品としての再利用を含めたグローバル

循環が進んだが、発展途上国における再利用需要の減少とレアアース、レアメタルの確保戦略

もあり、リユース需要については 2015 年頃をピークに減少に転じた。またリサイクル用途と

しての輸出も 2020 年ごろをピークに減少傾向にある。 

枯渇資源、レアメタル、レアアースについては、依然として代替材料開発競争が続けられて

いる。開発の結果、技術的には解決される素材もあるが、新素材の開発とともに、新たなレア

アース、レアメタルが必要となる状況は変わらず、地球上における物質分布の偏在も変わらな

いため、基本的にはモグラ叩き競争となる。 
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